
に区分して整制されている(第 4 条)。資本勘定とは鉄道の建

設 ・ 改良 ・ 自動車線設備費等に要する資金の出納猿理をする勘

定で， 主主金繰入制 ・ 公立I募集金および借入金ならびに所属財産

の売払代金その他付鼠雑収入をもってその員長入とし， 鉄道連設

íJ'l. ・ 鉄道改良íJ'l. ・ 自動車線設耐il íJ'l. . 国自主償還金 ・ 鉄道改良準備

金への繰入 ・ J'fj 品資金補足その他付属諸政をも って歳出とする

(釘 5 条)。裂するに資本勘定は軌道 ・ 橋梁(きょうりょう) ・ 隆

治(ずいどう) ・ 車両 ・ 停車場等営業上収益を生ずべき財産を新

たに設け， あるいはこれを改良するíJ'l.用を経JlJlするものであっ

て，これら財産の維持 ・ 修JlJlの政府およびこれら財産を活m巡

転して収益を挙げるために要する経質は，収益勘定に属するの

である。 m品勘定とは鉄道事業に必要な用品の部l遥をなす勘定

で， 従来のJl'1 ，日s資金および将来補足する金額をもってその資金

とし， JlI品収入 ・ 工作収入その他付属雑収入をもってその歳入

とし， HI ，W，'l'I ' 工作費その他付属諸政をもってその歳出とする

(第 6 条 l 項)， JIJ 品勘定の決算上生じた浴車1I金は資本勘定に線

天れる(第 6 条 2~)。なお本会昔 | の経笛に支障のない場合にお

いて， 一般の委託に より陸連に|刻する憐械r.器具~Iの製作 ・ 修理

または訓迭に応じたときの歳入 ・歳出は本勘定の所属となる(第

16 条の 2 ) 。 裂するにm品勘定は， 一定の資金を擁して鉄道用

品をIUIi入・製作し， これを必援な箇所， たとえば建設改良工事

ならば資本勘定に， 保存補充工事ならば収益勘定に売ってその

代liüiを副収し， さらに付格的に製作修理をも行っているのであ

る。収採勘定とは，営業上の収入支出を整理するために設けら

れた勘定で， 営業上の諮収入 ・ 資本所属物件の貸付料およびそ

の他付属収入をもってその歳入とし，営業上の諸政用 ・ 資本所

属物件の維持修J'J!および補充伎ならびに国低利子 ・ 割引料その

他附属持政をも ってその歳出とする(第 7 条 l 項)。鉄道 ・ 軌道

その他陸巡 ・ i法巡の汁jに供する機械総具の製造(自動車の製造

を除く) ・ 修JlJ!その他の事業およひ:;Q-陣営業(臨港倉庫にかかる

ものを除く)に関する監督 ・ 助成:および統制lに裂する諸政HH:t，

本来からいうならば一般会計において負担すべきものであるが，

政府事業という特殊の立場から，本会計の負担とし， 本勘定の

歳出と定めている(第 7 条 2 項)。なお本勘定において歳入総綴

が成出総額をこえる金頒は，いわゆる益金として資本勘定に繰

入れる(第 9 条)。また本勘定には輸送数量の刈1)11，その他i!主く

べからざる事出により生じた予nーの不足を干iIìうため予備自がお

かれる(第 8 条)。以上の 3 勘定はおのおのI'.U立しているのであ

るから， お互の収支計算というものは，はっきり区別されねば

ならない。たとえば建設工事に必裂な材料を輸送する場合には，

その巡貨を資本勘定から収益勘定に払わねばならないし， 用品

勘定から用品をもらえば， その代füfiは各勘定から支払わねばな

らないのである。すなわち独立会計のうちに 3 つの独立会計が

あるような形をしているのである。

(3) その他 以上のほか新法が会計 j去の特別法であること

からして特別の規定がある。第 l に各官庁においては法律 ・ 勅

令をもって規定したものを除くほか， 特別の資金をもつことを

仰ない(会計法第 4 条)が， 本会計は事業の性質上資金をもつこ

とをif-I されている。たとえば L用品勘定ハ従米ノ用品資金及将

来干ilìJï!.スノレ金色~\ ヲ 以テ其ノ資金トシ1 (第 6 条 11貝) L将来ニ於

ケノレ鉄道改良政ノ財源/一郎ニ光、γ ノレ為資本勘定所属資金 ト γ

テ鉄道改良準備金ヲ保有ス ノレ コトヲ得] 等のようなものであるo

W; 2 に本会計予算は， 一般会計予~):と呉なり収入を本(立とする

予算である。したがってたとえ帝国談会協貨の予算の残が 十分

存 していても ， それに相当する収入のないÞJJ合は支出をなしえ

ないのである。すなわち L本会計ニ於テハ資本勘定及用品勘定

ていし 々 じよ

ニ鴎スノレ現金/持越高，当該年度ノ収入済古~n立帝国鉄道会計法

第十二条/規定ニ依ノレ借入金ヲ以テ支払元受苅ト・ノ， 歳出ヲ支

m スノレハ此ノ支払元受日ヲ超過ス ノレ コ トヲ得ス1 (鉄会鋭第 9

条)としている。また予算の定頒繰越については， 会計法の規

定よりも緩和されている。すなわち資本勘定に属する毎年度予

算!\1矧は，事業の完成に至るまで逓次翌年度に繰越使用するこ

とができる(第 11 条 2 項) 。 さらに会計法第 9 条は， 予算中に

第 l 予備金および第 2 予備金含設けるこ と を規定している。第

1 予備金は，避くべからざる予算の不足を布Iìうものであり，第

2 予備金は， 予算外に生じた必要の費用に充てるためのもので

ある。しかるに本会計においては前述のように， 第 1 予備金に

相当する予備E止を収議勘定に設けているだけである(第 8 条)。

これは， 鉄道会計において支弁の経費は鉄道事業上の経費を出

ることはなく，鉄道事業上の経費は，すべて予算各科g に計上

されており ， 予算科目に不足を米たすことはあ って も ， 予 p:外

の支出ということはあり得なL、からである。 W;3 に本会計が!rt(

立会計である |刻係上，本会晋十で支払上現金に不足のあるときは，

本会計の負担において一時借入をし，または融通証券の発行を

なすことができることになっている(第 12 条 1 項)。この一時

借入金および融資統券による資金は，当該生lô皮内に返逃するこ

とをMするのである(第 12 条 3 項)。またこの一時借入金を嬰

する鴻合において， 一般会計または他の特別会計に資金の余裕

があるときは，本会計に対して貸付をすることができる(第 16

条)， (長仮喬治)

てい し 々 じ よ う 停車場 (英) stat ion, yard (米) station , 

depot, terminal (独) Bahnho�. Station (仏) gare, station 
l 意 義列車を発着させて旅客の梁降 ・ 貨物の償飼i し

を行い，また車両の留置， 列車の組成， 車両の入後え， 給水，

紛W{， 機関車その他車両の修繕検査などを行う場所。国鉄では

建設規程で停車初をつぎのように定めているよ停車場とは次の

各号に掲ぐるものをいう (1) 駅 列車を停止し旅客または荷

物を取扱うため設けられた場所 (2) 操車場 もっぱら列車の

組成または車両の入換をなすため設けられたる地所 (3) 信号

場 駅にあらずして列車の行進いまたは待合わせをなすため設

けられたる場所1 なお同規程では7JIJに L停車場に非ずして手動

または半自動の信号俄を取扱う場所1 を信号所として規程して

いるが，述転規程ではこれを信号場に含めているので， この場

合は信号所も信号場として停車場に含まれることになる。以上

のように停車場は し以lL操車場lL信号場1 の総称であ るが，

停車織と駅の 2 つの言葉は混用される場合が多い。

2 鍾 類{卒II1J:易はその主とする業務の自Iì類と作業盆の

多寡などによ って千差万別の形態を と り，街々の観点からこれ

を分類するこ とができる。 ( 1) 取扱われる輸送業務の内容によ

る分類。ア 普通停車場 旅客 ・ 貨物をあわせ取扱う停車場。

多くの停車織はこれに鼠する。イ 旅客停車場 もっぱら旅客

の取扱いをなす停車協。例東京， 大阪。ウ 貨物停車場 も

っぱら貨物の取扱いをなす停車渇。例 汐留， t晦因。エ 客車

操車場客Iliの I反扱いを主とす る操11工場。 例 尾久，宮原. オ

í'( Ilí操11工場貨111の取扱いを主とする操車場。例新鶴見， 稲

沢， 吹田。 (2) 列車の運転系統に よ った線路網上の位i丘による

分頼。ア 終端停車場 (term i n a l station) 大部分の列車が始

終着となる fi戸.11場。例東京， 大阪。 イ 中間停車場 終端停

車場開の中聞に位置する停車滅。ウ 分岐停車場 中間停車場

で線路が分岐する停車場。 エ 交差停車場 中|甘i停車場で線路

の交差する と ころにある停車場。 (3) 本線路の配線形式による

分類。ア 頭欄式停車場 (stub- type station) 活発本線が行止
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